





















































































































































































































消費関数 定数項 Y 山 ムー1 」y y－1 ?〜? sE F Dw 見
（1〕ケインズ型
49．88612，978〕O．74865（38．①η） o．988i6，244工，449．8O．618‡
桓常所碍（2〕　仮　説　型 O．54053（2，651〕O．33916（1，289〕 0．98119，038 827．8O．744‡計算不能
（3〕プラウン哩
59，679（3．2工2〕 O．38138（2，275〕O．46069（2I192〕 0．98814，953 676．1．529 1．946
　流動資産（4〕　仮　■説　型 工73．04716，308〕O．蝸336（lO．201〕 0．17809（7．7工2〕 O．9937，531 855．4王．811
　ライ7・サイ（5〕　クル仮説可一」 O．73572124，520〕 0．0711712，133〕 o．96816．022 369．2O．66榊
（6〕モン1」アニ型
o．794221106．75〕 O．25425（1，620〕 佃．982 lS，510 876．6O．524‡




































































































































泊費関薮 定薮項 ア C一］ ん！ 」y γ一一
上o月一
∫互 F D呼 危
ωケイシズ型
24，815（5，931〕0．69428（44．脳〕 0．9922，806王、螂．6O．60脾
恒常所得（2〕仮説型 o．4407畠｛2，604〕O．螂612，036） 0－9794，473 η6．3o．脳ホ 一2．14岬
13〕プラウン型
22，958（5．n6〕 o．57棚（5，295〕0．15329（工．099〕 o，9922，棚 ，on．9 ．021‡ 2，675＊
、涜動資産／4」　　一　仮　説　穫 26，985（9，476〕O．6脇9f30，364） 0．O0789（4，532〕 o．9961，棚2，227．9工．35島




























































































































（2）垣常所得仮説型 ■ τ・・ぺ 15，792‡
























































消費関薮 定数項 Y C一， 月一一 Cカ C声∫xγ ?? ∫E F 1W




（5．3工5〕 ｛5，752〕 〔2，615〕 一6．044
143，9990．5撒4 0．13328一i，035．7 o，9956，385 794．9 1．655
　流動資産（4〕　仮　説　型 （5，805〕（10，580〕 14，735〕1一五216〕




23，658O．59092①．15560 一420．28 0．9971，7741，胴．7 0．919
｛8，274〕 （8，529〕 （1，645〕 （一4．801
13〕プラウン型
21，3840．60046O．15348 一0．O01460．9971，7551，710，60．914
｛7，522〕 18．τ47〕 ｛1．丘40） （一4．885
26，539O．65156 0．00487一264．13 0．9971，5島6 2，096．8ユ．181
　　流動資産14〕　、　　仮　説　型 （ll．039〕 （29．95δ （2，630）（一2．舳〕
25，0600．65759 0．00478 一〇．oo093o．9971，5島O 2，112．21．1η
（10．05王〕 128．516 （2，569〕 （一2．703
　傭考：データ出所，計測こかかわる（注）については第3表を参照。
こるのであ乱石油ショック後のわが国において，従来の消費仮説が教えると
ころと反対に，実質所得が伸びないのにもかかわらず貯蓄率が上昇（消費性向
が下落）した現象は，このようなイソフレの第2の局面が顕著に現れたとの解
釈により説明がつこう。
　要するに，イソ7レーショソは家計の消費行動に対して，現在消費を促す作
用を発揮する反面では，それを抑制させる働きもする。ゆえに，イソフレ効果
を理論的に断定することはできない。そこで，実際，イソフレーショソが消費
支出にどんな影響を与えるかを，計量的に調べてみることにする。
　第6表は，ブラウソ型および流動資産仮説型の消費関数の説明変数に，イソ
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フレ要因を追加し，通常最小2乗法（OLS）で計測Lた結果をまとめたもので
ある。インフレ要因としては，消費考物価上昇率（C灯単位は％），ならびに
消費者物価上昇率と実質可処分所得の積（C戸∫xγ）の2通りを考えてみた。㈲
その他，変数や統計量の意味，計測に使用したデータなどは，第1表ないLは
第3表のものと同じである。
　計測結果からすると，インフレ要困はどの推定式においても有意で，その係
数の推定値はいずれもマイナスになっていることカミわかる。インフレーツヨン
（あるいはイソフレ期待）が家計の消費行動を説明するうえで重要な変数であ
り，しかも，イソフレ率の上昇は人びとの将来に対する不安感を募り，消費支
出を減少させる傾向にあることが示唆されるのである。それに，以前のイソフ
レ要因を含まない場合と比較し，第6表のすべての推定式において，R2の値
は高くたり∫亙の値が低くなっていることを指摘できる。イソフレ要因の導
入によって，推定式の説明力が若干高まり，あてはまり具合にも改善がみられ
るようである。だが，全般的にダービン・ワトソン比は下がり，正の自己相関
が持ち込まれる傾向もある。
　さらに，ブラウン型の場合のほうが，流動資産仮説型に比べて，インフレの
消費支出に対する影響（インフレ変数の係数推定値で示される）が強く現れて
いることに気付こう。この結果は，後者の消費関数におげる実質金融資産（貯
蓄）の項が，一部，イソ7レ要困の役割を果たしているからかもしれない。見
方を変えれぱ，第皿，皿節において，わが国の家計の消費行動を説明するのに
流動資産仮説型消費関数が最も適当であるとの結論に到ったのは，明示的でな
いにせよ，資産変数としてイソフレ要因を組み込んでいるためとも考えられる。
蝸　なお，1期前の消費者物価上昇率についても計測を試みたが，イソフレ要因にラグ
　を付けない方が統計的に良好な結果が得られる。
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お　わ　り　に
　以上，本稿においては，従来から提唱されてきた代表的な消費関数仮説に依
拠Lながら，とくに1965年以降のわが国家計の消費行動はどのように説明でき
るかという問題を検討Lてみた。様々な消費関数型の推定，各消費関数の日本
経済への適用性の可否，消費構造の変化にかんする検定，インフレーションの
消費行動に与える影響の把握など，計量経済学的な分析を中心にした考察を通
じ，どの考え方がわが国の消費・貯蓄の特質を解明するうえで有効か，ある程
度の理解を得ることができたと思う。
　だからといって，本稿の分析が十分満足の行くものであるというつもりはな
い。ここでの分析は文字通りマクロ・レベルのもので，家計部門の総消費支出
をもっぱら考察の対象とした。家計の消費行動をより明らかにするためには，
耐久財・非耐久財・サービスなど，消費の構成内容に及ぶ立ち入った究明が不
可欠であることはいうまでもない。また，家計の資産選択行動は消費決意と密
接な関係にあり，この面の分析も必要である。それから，イソフレ下の消費行
動の研究については，インフレ期待という消費考の心理的要因をどう捉えたら
よいかとか，インフレ要因を組み込み，しかも理論的に納得できる消費モデル
を構築するにはどうしたらよいかなど，多くの課題が残されているのが現状で
ある。これらの点は，また別の機会に検討したい。
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